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と、1985 年の円高以降の時期、93 年度から 2000 年度に向けての時期に大きなブームを経験し、































①  国別、地域別、グローバルと多様な市場における顧客・市場獲得の空間的広がり 
②  製品・サービスのグローバルな供給品目の範囲の多角化・水平的広がり 
③  自社の想定するトータルな機能連鎖の範囲 ・ 広がりを垂直に定めるとともに各部分の内部分
担・外部委託を国内のみならずグローバルに選択する。 
これらを念頭において本研究における用語の理解と整理を以下の通りとする。 






























①  トランスナショナル企業論 
現状で、依然として標準的なグローバル経営の理論的枠組みは、Bartlett  and  Ghoshal(1989)
のトランスナショナル企業論であろう。これでは、概念枠組みとして、グローバル統合、ローカ
ル適応、 グローバルな知識開発の３点を重視している。 具体的な企業の分類として、 家電、 通信、














































































の要素、 組織設計、 経営方式、 グローバル経営上の組織能力等について概念化する。 これにより、
日本企業のグローバル経営に関し、 これら概念化した要素により、 その業種別の企業の行動原理
と市場での経営上の成果との関係の新たな全体像を示す研究上の全体フレームを構築する。 









（２）  需要サイドの変化 
①  インターネット導入による変化として、次の変化が見られる。 
ⅰ  企業の WEB サイトを中心に部門間の統合が進展した。 
ⅱ  消費者に購入上の主権が移動した。 
ⅲ  消費者需要の多様化、特注化と供給のスピードアップ化への要求が強まった。 
②  先進国企業の対外直接投資の拡大に伴いグローバル顧客が拡大し、 サプライヤーとしてもグ
ローバルな一括対応が要求されてきている。 
（３）  供給サイドの変化 
①  研究開発費の増大による知識の製品・サービスへの埋め込みと製品・サービスのグローバル
な市場開拓による投資回収の要請が高まっている。 




④  グローバルな競争環境変化がみられ、 具体的には、 先端技術におけるモジュール型技術が高
度化して、東アジアの専門化・特化型企業の競争上の優位が見られ始めた。 
（４）  制度環境の変化 
①  地域統合によるグローバルな制度環境の変化がみられ、具体的には、NAFTA の進展、拡大 EC




等の企業関連法制、 ガバナンス法制の改革により、 会社の組織 ・ 経営改革が実施可能となった。 
４  日本企業のグローバル経営の現状 
（１）日本の対外直接投資の展開状況 





①  第１次ブーム（70 年代前半） 
  71 年のニクソンショック後の変動相場制移行に伴い、急激な円高を経験し、これが活発な海
外直接投資を促した。製造業では、途上国向けの労働集約的な投資の比率が高かった。 
②  第２次ブーム（1978－84 年度） 
  円高にもかかわらず輸出が拡大し、米国との貿易摩擦が激化。 
  77 年カラーテレビ輸出自主規制、79 年米国鉄鋼トリガー価格制度導入、81 年自動車対米輸出 9
自主規制が実施され、これらを反映して米国への投資が拡大。 
③  第３次ブーム（1985－89 年度） 
  85 年のプラザ合意による急激かつ大幅な円高があり、全世界的に対外直接投資が拡大した。
電気電子、機械、自動車、コンピューター、半導体等の業種で一斉に投資が実施。欧米での現地
生産の拡大と金融・不動産投資の拡大。 
④  第４次ブーム（1993 年度－2000 年度） 
  93 年度から 99 年度に向け拡大基調で、99 年度の 7 兆 5,292 億円をピークに 2000 年度以降減
少して、2003 年度 4 兆 795 億円から 2004 年度 3 兆 8,210 億円へと低下を示している。 







①  現地法人の総数と地域別分布 
    現地法人の総数の 1993 から 2002 年度の１０年間の推移を見ると、2000 年度がピークの
14,991 社で、 2002 年度は 13,322 社へと減少した。 地域別分布の 2002 年度の構成比を見ると、
北米 20,0％、アジア 52,6％（内中国 19,6％） 、ヨーロッパ 16,9％、その他 10,5％とアジア、
特に中国の比率が高くなっている。 
②  業種別分布 
業種別分布 （2002年度） 製造業を見ると上位５社で、 輸送機械16,3％、 情報通信機械15,3％、
化学 14,6％、一般機械 19,6％,電気機械 8,0％と、機械産業の比率が高くなっている。 
③  地域別売上高 
  売 上 高 （ 2002 年度）の地域別金額を見ると北米 60,6 兆円、アジア 43,8 兆円、ヨーロッパ
30,1 兆円と、北米のシェアが最大となっている。 
④  地域別売上高経常利益率 
地域別売上高経常利益率（2002 年度）の製造業を見るとアジア 5,8％、北米 3,7％、ヨーロ
ッパ 1,6％と、アジアの経常利益率が高くなっている。 
⑤  地域統括機能を持つ現地法人数 
    地域統括機能を持つ現地法人数（2001 年度まで）は、2,031 社で総数の 16,3％となってお
り、2001 年度までの２年間は 2,000 社の水準で安定している。 
⑥  地域別現地調達比率 
    地域別の現地調達比率 （2002 年度） は、 北米 53,0％、 アジア 46,4％、 ヨーロッパ 22,2％と、
北米の現地調達が先行している。   
⑦  地域別売上高研究開発費比率  10
    地域別売上高研究開発費比率（2002 年度）は北米 2,5％、アジア 1,0％、ヨーロッパ 2,7％
となっている。 





５  企業の形の要素、組織設計と経営方式 
 (1)  企業の形の要素 



























(２)  組織設計の方向 
企業がその国際経営のレベルからグローバル経営へと進化し、 それに対応した組織構造の進化
の道筋は、次の通りである。その実態は、各企業の製品・サービスの内容、経営方式、進出国・




①  主力事業のみを海外展開する場合は、世界的地域別事業部制を採用する。 
この場合には、 地域別と機能部門別の構造を採用し、 商品の性格に応じどちらかが主軸の位
置を与えられる。 
②  多角化した製品ラインを海外展開する場合は世界的製品別事業部制を採用する。 
第３に、多角化と海外事業共に拡大すると以下の４通りのパターンが可能であろう。 




①  製品群に応じた両組織の混合型 
製品群の性格に応じ、統合的な製品別事業部制と現地適応型の地域別事業部制を併用。 
②  世界的製品別事業本部制に地域本社制の併用 
ここで併用される地域本社は持株会社形態を取り、 地域戦略の整合性を取る権限が与えられて




来計画の内、 「拡充又は新設」 と答えた項目を全産業ベースで、 ３大陸別に比較して、 「地域統括」 、
「持ち株会社」 の項目を見ると、 ヨーロッパは、 アメリカ、 アジアに比較して、 この比率が高い。
これは、拡大ＥＣに対応した域内統括のニーズが高まっているためであろう。 
③  グローバルなマトリックス組織 
このマトリックス組織では、 各事業本部か各地域別本部のどちらかに主管の責任を与え、 トッ
プ・本社管理部門が責任を持って、関連する部署間のスムーズな調整を行なう必要がある。 













②  製品のラインアップ・事業の多角化等の展開戦略、 特にグローバル市場への投入製品をどう
するか、また、製品毎の売上・利益目標の計画と達成。 









  また、 グローバル企業としては、 経営組織に対応した企業グループとしての経営管理システム
を形成し、また、これに基く業務プロセスを設計して、上記の複雑な経営目標を整合的に管理・
運営していく必要がある。その際、以下の６点を整備し、適切な運営に努める必要がある。 
①  本社・海外子会社間の適切な意思決定の方式（形式化、社会化、集中化）の選択を行う。 
②  グローバル経営の観点から見た海外子会社の業務、最適な組織設計を行う。 
③  海外子会社に対し、次の５要素に焦点をあてたグローバルな経営管理を行う。 
（ⅰ組織の価値観、 ⅱコミュニケーション、 ⅲ財務システム、 ⅳ情報システム、 ⅴ人事システム  ）  




⑥  公正・透明な業績評価と適切なコントロールが必要である。 
(４)  企業グループ全体の経営方式 
  一般に、企業は経営者の方針として、製品・サービスの内容に応じ、上記の諸点を踏まえ、最
低以下の３点を内容とするグローバルな企業グループとしての経営方式を決定する必要がある。  
①  製品供給とイノベーションにおける基本戦略 








に構築した組織的製品供給能力であって、グローバルな優位性を示すレベルにあるもの。   















ⅰ  本国の産業・経済集積の利益を活用 
  ―本国に企業グループの「製品供給とイノベーション上の優位性」を構築し、これらを活用し
て、本社は、製品・サービスを海外子会社を活用してグローバルに輸出の形で供給する。 
                            （  グローバル企業的モデル  ）  
ⅱ  本国を始めとする複数国の産業・経済集積の利益を活用 
―本国で構築した企業グループの 「製品供給とイノベーション上の優位性」 をグローバル （複
数国）に移転し（一部を含む。 ） 、活用して、地域・国単位で海外子会社から製品・サービ
スを供給する。 




                        （  マ ル チ ナ ショナル企業的モデル  ）                
  ―本国本社と先端的な産業・経済集積の所在する複数国にある海外子会社が研究、開発、マー 14
ケティング等の本社機能を分担し、 グローバル統合的な 「製品供給とイノベーション上の優
位性」 を構築し、 これらを活用して各国単位で海外子会社を通して、 製品・サービスを供給。 
                        （  ト ラ ン ス ナショナル企業的モデル  ）  
ⅲ  本国を越えて、グローバルに各国の産業・経済集積の利益を活用 




給する。                      
（  メタナショナル企業的モデル  ）     
②  海外子会社の役割・業務 
  また、海外子会社の役割として、いくつかのパターンが考えられるが、その主要なケースは以
下の通りであろう。 
  ⅰ  自社内の機能のグローバル分散 
   販 売 ・ サービス会社、生産会社、部品の調達会社、研究・開発会社、等 
  ⅱ  地域の経営戦略の実践 
地域統括会社 
  ⅲ  買収、合弁、等による現地経営資源の活用 
   生 産 、 販売、研究開発、等の一式の機能を持つ現地子会社 
③  本社と海外子会社の関係、意志決定方針 
  日本企業の本社と海外子会社との関係で、 上記①の役割分担の基本戦略に応じて、 大きく以下
の４ケースが考えられよう。 
  ⅰ  本社の各事業部が海外子会社を統括し、 海外子会社は与えられた機能分担を果たす中央集
権型の意志決定、役割分担（地域別に地域統括会社が設立され、地域の経営戦略を付加し
て、重層的な戦略展開をする場合もある。 ） 。 
  ⅱ  本社が、 地域別に設立した地域統括会社に本社の地域別の生産、 販売等の機能を大幅に現
地移転して、各地域主導のネットワーク統合的に業務運営、意志決定する場合 
  ⅲ  本社が海外子会社に進出国、 また、 その国を含む地域の業務運営、 意志決定を任せる場合。 
  ⅳ  本社と海外子会社とが本社機能を業務分担し、連携して業務運営、意志決定する場合。 






(１)  グローバルな供給チェーンのマネジメント  15



















社、流通企業、顧客との間で、製品の顧客までの「商流」 （受発注契約の流れ） 、 「物流」 （顧客





②  グローバルな供給チェーン 
グローバル企業は、業種の実態に応じ、例えば以下の 2 つのグローバルな供給チェーンの形
成とマネジメントを通じて、グローバルな競争力の確保を図っている。 






―  自社の海外子会社、等との間のいわゆるクローズドの製品工程間分業 










これらの状況を 2002 年度末現在で、上記経済産業省調査（15 年度）の日本の現地子会社の
製造機能について一貫生産、工程間分業別でみると、以下の諸点が見て取れる。 
ⅰ  全業種ベースでの地域別の比率（％） 
どの地域でも一貫生産の比率が高い。アジアでは、日本との工程間分業の比率が高い。 
（アジア）一貫生産 75,4、日本との工程間分業 18,9、日本以外との工程間分業 5,7 
（北米）  一貫生産 76,7、日本との工程間分業 17,6、日本以外との工程間分業 5,7 
（ヨーロッパ）一貫生産 74,8、日本との工程間分業 18,8、日本以外との工程間分業 6,4 
ⅱ  その内の製造業内での業種別の比率（％） 
製造業全体でその比率を見ると、一貫生産 75,7、日本との工程間分業 18,2、日本以外との工
程間分業 6,1 となっている。このうち、業種別に日本との工程間分業の比率が高いトップ３を
見ると、精密機械 31,5、情報通信機械 23,1、輸送機械 22,4 となっている。 
（２）グローバルなイノベーションチェーンのマネジメント 






     （  グ ロ ー バ ル なイノベーションチェーンの全体像  ） 
ⅰ  グローバルな各市場での競争的環境、利用可能な科学的知識・技術が変化する状況下で、 
ⅱ  グローバルな各市場に存在する現在と未来の各顧客のニーズを見抜いて、 
ⅲ  企業内部の時間をかけて蓄積された技術的資産（追加開発含む。 ）と 
ⅳ  通常、海外に所在する自社の研究開発センターが、現地の大学、先進企業、等に存在する科
学的知識、技術を探索し、取り込んで創造した補完的技術資産  とを融合させ創造して、 
ⅴ  必要な要素技術を満たした製品コンセプトデザインを開発する。 
ⅵ  その後、適切な製品デザイン開発、試作テストをグローバルに実施。 
















ⅲ  これらを含む市場志向の垂直統合的な全体最適なイノベーション上の仕組みを構築して、 













































































イノベーション  大学等―研究―技術開発―製品コンセプトー製品設計―  プロセス設計 
  チェーン          
                       部 品 企 業 ― 部品調達・新製品  ―生産ライン・新製品  ―出荷―流通―マーケティングー販売―      自国市場 
  供給チェーン                                  既 存 品         既 存 品                   
 国 境        ― ― ― ― ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
                                                                            輸出―      域内市場 
                                                                          グ ロ ー バル市場 
 
 
出所：  筆者作成。 




③  全く新しい製品体系の商品以外では、部品調達、生産、販売、等のチェーンででは、部品、ライン等を共用する場合が多い。  21






















ⅰ  子会社の役割      現地での販売、マーケティング 
ⅱ  営 業 方 式      輸 出  
ⅲ  組 織 体 制      国 内本社と現地販売・サービス会社 
ⅳ  移動する優位性    製品・サービスに体化した製品供給上の優位性の移転 
ⅴ  連携する組織能力       
国際的なブランド管理等のマーケティング 
国際的なイノベーション 





ⅰ  子会社の役割      ローカルパートナー 
ⅱ  営 業 方 式      パ ートナーシップ  22
ⅲ  組 織 体 制      国 内企業と現地合弁会社 
ⅳ  移動する優位性    本国からの製品供給上の優位性の一部を移転、 パートナーからの資源優
位性を移入 
ⅴ  連携する組織能力     
           国 際的なブランドの管理等のマーケティング 
国際的なイノベーション 
           国 際的なパートナー構築と連携 






本社の研究 ・ 開発部門と連携した現地ニーズにあった新製品開発と生産、 販売、 等が開始される。 
ⅰ  子会社の役割      外国での生産、販売、等 
ⅱ  営 業 方 式      外 国での営業 
ⅲ  組 織 体 制      海 外事業部門による子会社の管理 
ⅳ  移動する優位性    本国からの製品供給上の優位性の多くを修正移転 
ⅴ  連携する組織能力     
           国 際的なブランドの管理等のマーケティング 
国際的なイノベーション 
           国 際的なパートナー構築と連携 
           本 国からの製品供給上の優位性を修正移転、管理運営。     












ⅰ  子会社の役割    本社の海外戦略の遂行      23
ⅱ  営 業 方 式     グ ロ ーバルな販売・サービス 
ⅲ  組 織 体 制     世 界 的地域別事業部制、世界的製品別事業部  等 
ⅳ  移動する優位性  本国からの製品供給上の優位性の多くを、 イノベーション上の優位性の一
部を移転 
          拠 点 国から知識・技術の移入 
ⅴ  連携する組織能力     
          グ ロ ーバルなブランドの管理等のマーケティング 
グローバルなイノベーション 
          グ ロ ーバルなパートナー構築と連携 
          本 国 からの製品供給上の優位性を修正移転、管理運営 
          海 外 の子会社の業務統合 










ⅰ  子会社の役割    本社機能の分担と連携 
ⅱ  営 業 方 式     グ ロ ーバルな販売・サービス 
ⅲ  組 織 体 制     国 家 を跨る本社機能の分担配置 
ⅳ  移動する優位性  優位性は相互交流し、本国での本社機能の分担執行 
とグローバル機能統合 
          拠 点 国子会社での本社機能の分担執行 
ⅴ  連携する組織能力     
           グ ローバルなブランドの管理等のマーケティング 
  グローバルなイノベーション 
           グ ローバルなパートナー構築と連携 
           本 国からの製品供給上の優位性を修正移転、管理運営 
           海 外の子会社間の統合 
           各 国に分散配置される本部機能の統合・管理  24
（図２）    グローバル経営のレベルと本社・子会社間の連携する組織能力の要素 
          






            ⅲパートナー構築と連携 
ⅱイノベーション 
（新製品開発提案、等）   
  ⅰマーケティング 
  （ブランド管理、等） 
  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
  レ ベ ル  １       レ ベ ル  ２        レ ベ ル  ３          レ ベ ル  ４          レ ベ ル ５  
本社と現地販売会社      ＋本社と現地合弁企業    ＋海外生産の新規立ち上げ    ＋多様な機能を持つ複数子会社      ＋本社機能の本社子会間 
の戦略的活用          での分担と統合 
出所：  筆者作成。 
（注） ：①  これは、グローバル経営に向けてのレベルの向上にとって必要な本社と子会社間で連携して保持すべき組織能力を概念化したものである。 
通常、レベルの向上に応じ、ⅰからⅵまでの項目の能力が追加的に獲得される必要がある。 
レベル３までが、国際経営のレベルで、レベル４以上で、市場を地球的に展開しているのがグローバル経営のレベルのイメージ。 
②  一気にレベルアップするためには、必要な組織設計と組織能力の構築が不可欠。レベル４以上の所に、業態に応じて、多くのグローバル企業が存在。 25




（１）  海外子会社のマネジメント能力 
  異文化に属し、 異言語を話す海外子会社の従業員と本国の各事業本部等との連絡調整、 管理す
る能力が必要である。 現地に修正移転した 「製品供給上の優位性」 に基づく効率的な調達・生産・
販売・等の仕組みの形成と運用が必要である。また、グローバルな「イノベーションチェーン」
の仕組みの中で、 現地ニーズの把握、 現地での研究、 製品開発、 等のイノベーション業務の分担・
連携が必要となる。 










  以上を組織能力的に整理すると、 その業務プロセスの機能別の展開に応じ、 海外子会社との間
でグローバル経営に向けてのレベルの向上に応じ、 以下の４点を連携して能力構築していくこと
となる。 
ⅰ  グローバルなマーケティング能力の分担形成と連携 
ⅱ  グローバルな組織的イノベーション能力の分担構築と連携 
ⅲ  自社の「製品供給上の優位性」の現地への修正移転とマネジメント能力の分担形成と連携 
ⅳ  本社と子会社との間及び子会社間の連絡調整と全体最適な統合 
特に最近では、グローバル連結会計が導入されたため、グローバル管理会計が発達し、子会社
との間では、この目標管理と業績評価によるマネジメントも進展している。   
（３）  グローバル管理運営能力 
  以下の５点を要素とする本社コーポレートレベル、 トップマネジメントの能力であろう。 ⅰと
ⅱが促進又は抑制要素、ⅲ、ⅳとⅴが個別業務内容に関する能力である。 
ⅰ  リーダーシップ能力と人材育成力 
    マ ネ ジメントのリーダーシップ 
グローバル経営人材の育成 
ⅱ  基本的価値の共有  26
   グ ロ ー バル企業ビジョン、行動の規範（ 「企業の社会的責任」関係を含む。 ）の策定、運用 
ⅲ  組織の設計、管理能力 
   海 外 事 業の組織設計と本部との権限配分の設計・運営、人員配置   
ⅳ  経営管理システムの設計、管理、運営能力 
   ―人、資金等のフローの資源配分の全社的調整 
   ― グ ロ ーバルな生産、研究開発、マーケティング等の機能別の資源配分調整・分担方針の
策定 
   ― 内 外 事業の構造と規模の適正化、大型事業の事業計画、投資計画、予算等の審査プロセ
スの設計、計画承認 
ⅴ  分散する本部機能の連携・統合の管理   
本社機能が、グローバルに分散配置される場合には、その連携・統合の管理が必要。 

























９  研究上の全体フレームの策定 
以上の各セクションで概念化されたそれぞれの説明要素を含むグローバル経営上の行動原理
と市場での経営上の成果の関係を示す本研究上の全体フレームは以下の通り。 
（  基本戦略  ） 
企業は自社のグローバルな成長戦略を基本とし、また、構造・環境変化に対応して、 
（  業種による差異  ） 
業種による供給製品・サービス特性の差異に応じて、 
（  企業の形の要素の決定  ） 
①  国別、地域別、グローバルと多様な市場における顧客獲得の空間的広がり、 
②  製品・サービスのグローバルな供給品目の範囲の多角化・水平的広がりを定め、 
③  自社の想定するトータルな機能連鎖の範囲を垂直に定め、各部分の内担・外部委託を国内 
のみならずグローバルに選択する。 
（  組織設計・業務プロセス設計  ） 
  以上の要素に応じ、組織設計（組織改革を含む。 ）し、グローバル最適な企業グループ全体
の経営方式を決め、グローバル経営上の組織能力を形成・行使する。 









（  供給  ） 
これら仕組みによりグローバルな市場に製品・サービスを供給して、 
（  成果の追求  ） 
  市場で成果を挙げ、企業活動のグローバルな成長・発展を目指す。 







のその高度化、更にはレベル５（本社機能の子会社での分担）に向けての取り組みをイメージしている。    28
（参考）         全 体 フ レームの機能的チャート図 
                                 
                                  
（  基 本 戦 略  ）               
グローバルな成長戦略   
   
構造・環境変化対応 
（  業 種 に よ る 差 異  ）              
商品・サービス特性に応じて多様 
（  企業の形の要素の決定  ） 
①市場の範囲    ②多角化・供給品目の範囲    ③機能連鎖の範囲・内外分担 
（  組織設計・経営方式・組織能力  ） 
①組織設計  ②企業グループ全体の経営方式策定  ③組織能力の形成・行使 
（  競争力の確保  ） 
目標                              グローバルにダイナミックな競争力の確保 
           コ ア コ ン ピ タ ン ス 、 「製品供給とイノベーション上の優位性」をベース 
マネジメントの方向            グローバルな２つの機能チェーンの形成とマネジメント 
区分                            ①供給チェーン            ②イノベーションチェーン 
対 象 品                既 存 品            新 製 品  
                                （設計情報所与）          （設計情報新規開発） 
実現させる商品特性          高品質、低コスト、短納期        差別化、多様性 
仕組みの期間概念              短期の生産・販売フロー        中長期の新知識・情報の創造 
とその製品化・販売   
               
（  供給  ） 
上記の仕組みによりグローバル市場に製品供給 
（  成果の追求  ） 









１０  ケースによる全体フレームの妥当性の確認 
（１）対象企業 
   こ の 全 体フレームの妥当性を確認するための対象企業の選定に当たり、まず、その対象産業を





的に以下の 6 業種 7 社を対象に「全体フレーム」の妥当性の確認を行った。 
ケース１  輸送機械産業に属する  本田技研工業 
ケース２  電気機械産業に属する  キヤノン 
ケース３  素形材産業に属する  旭硝子 
ケース４  ソフト産業に属するインターネットソフト企業の  トレンドマイクロ 
ケース５  製薬産業に属する  武田薬品（株） 
ケース６  バイオベンチャーの「そーせい」 
ケース７  半導体産業に属するグローバルな総合半導体企業（スイス本社）の 



















ケース１        本 田技研工業（株） 
 
１ 企業概要 
（１）  会社概要 
    本社所在地  東京都 
資本金  860 億円（2005 年 3 月末） 
    従業員数  13 万 7827 人（同上） 
    主要製品  二輪車、四輪車、汎用製品 
    海外売上の連結総売上に対する比率 80、4％（2004 年度） 
（２） 基本理念 






















２  グローバル経営への発展状況 
    ホンダの現地生産化の基本方針は、 「市場に近いところで作る」というもので、二輪車の生
産から四輪車の生産へと進化させるものである。 投資のリスクを軽減するとともに、 二輪車の




    具体的に、主要例として北米、欧州、東アジアでの発展の推移の概要を確認しよう。 
（１）北米 
1959 年アメリカンホンダモーター設立 （当時２輪車販売用） 、 1979 年米国で二輪車生産開始、




1961 年ヨーロッパホンダ設立、1963 年ベルギーで二輪車生産開始、1989 ホンダモーターヨ
ーロッパ（英国）設立、1992 年英国で四輪車生産開始、1997 年トルコで四輪車生産開始、
2004 年ホンダモーター・ルス設立（ロシア） 。 
（３）東アジア 
1964 アジアホンダモーター設立（タイ） 、1967 年タイで二輪車生産開始、1969 年マレーシ
アで二、四輪車生産開始、1975 年インドネシアで四輪車生産開始、1984 年タイで四輪車生
産開始、1992 年フィリピンで四輪車生産開始、1996 年アジア地域専用車（シティー）をタ
イで発売、 1998 年インドで四輪車生産開始、 1999 年中国で広州本田が四輪車生産開始、 2002
年台湾で四輪車の現地生産開始、2005 年中国の本田汽車は中国製小型車を欧州に向け輸出
開始。 
３  グローバルな組織設計と経営方式 




米（米国） 、南米（ブラジル） 、欧州（イギリス） 、アジア・太洋州（タイ） 、中国（北京）の６






  生産本部・購買本部は、全世界的な視点で最適な生産・調達実現のための支援を行っている。  
  事業管理本部・管理本部が人、物、金と言った資源配分を行うための調整を実施。 
  研究開発は、 （株）本田技術研究所が担当しているが、生産技術については（株）ホンダエン
ジニアリングが海外の研究開発拠点と連携しながら実施。  32
  また、その経営の方式の特色を見ると、これまで本国で構築してきた「製品供給とイノベーシ












②  革新的な技術開発を率先してチャレンジする社内共有認識と技術蓄積。 
（  低排出ガス車、自動安全運転車、ハイブリッド車、燃料電池車、等） 
③  プラットフォーム型の柔軟な製品開発方式の開発とグローバルな展開 
（２） グローバルな供給チェーン 
  ホンダが海外市場で販売する四輪車製品は、 日本国内と共通のモデルを世界展開している 「世
界戦略車」 （アコード、シビック、フィット、ＣＲ－Ｖ）が有名である。 
  以下にその四輪車事業のグローバルネットワーク戦略と具体的な展開を説明する。 
①  四輪車事業のグローバルネットワーク戦略 









②  具体的な展開 
  製品と部品に応じ、具体的に以下の展開がなされている。 
ⅰ  四輪車製品 
市場に近い所で生産し、また、最適地で生産された製品の活発な輸出入によりこれを補完する。  
（主な具体例） 
タイ：  フィットアリアを生産し、日本に供給。  33
アコードを生産し、他のアセアン諸国、オーストラリア、ＮＺへ供給   
メキシコ：  メキシコ産のアコードを米国、ブラジルに供給 
ⅱ  四輪車部品 
アジア、中国の競争力を活用した、部品のグローバルな供給補完。 




―これら拠点からブラジルへアルミ系部品の供給  等 
（  中国拠点  ） 













②  イノベーションチェーンの現地化 




  北米は、 ホンダの最大の四輪車市場であり、 その研究開発は、 自社の米国の研究開発子会社 （オ
ハイオ州在）で実施して、ⅰ自動車の製品開発における設計、試作、テスト、ⅱ北米の自動車部
品メーカーと部品の共同開発、等を行っている。 











５  グローバル経営上の組織能力 
    この組織能力の３領域についてのコメントは以下の通り。 






（２）  事業部のグローバルマネジメント能力 






（３）  本社のグローバル管理運営能力 




等であろう。   
６  人材育成 
人材育成、研修は、現場主義である。モノ造りの現場主義による研修も実施している。 
７  全社的な成果の状況 
（１）入手可能な時系列の経営指標を 2000 年度から 2004 年度までの５年間で見て見ると、概
略以下の傾向が読み取れよう（ケース１表参照） 。 
①  この期間では、企業努力の成果として、営業利益、当期純利益が黒字を示している。 
②  売上高営業利益率、同当期純利益率は黒字を示し、2004 年度のそれぞれは、7,3％、5,6％
となっている。 
③  売上高研究開発費比率は、5%台で推移している。  35




（２）  最近の経営財務状況 
為替対策は投機的なことは行わない。 現地生産販売はドル建てで、 円貨建てにする時評価され
る。最近の収益拡大の要因は、①ユーロ高が戻って欧州の収益が改善、②米国のアコード生産は
４０万台体制で、 その収益は好調、 ③持ち分法のアジアの関連会社の利益拡大などがあげられる。  
８  今後の展望 




また、 事業別でもハイブリッド車、 燃料電池車等のイノベーションによる市場での成功が課題。  





９  総合評価 
  世界の顧客の満足のために質の高い商品を適正な価格で供給することに全力を尽くすホンダ






（米国） 、南米（ブラジル） 、欧州（イギリス） 、アジア・太洋州（タイ） 、中国（北京）の現地の
６地域本部において、 その域内での生産、 製品開発、 販売を計画実施するところに特色が有ろう。 















  これらが相まって、 グローバルにダイナミックな競争力の確保がなされ、 製品をグローバルな
市場に投入して、市場での継続的な経営上の成果の拡大を実現している。 








（ケース１図）       ホンダの北米で四輪車のイノベーションチェーンの現地化のケース 




イノベーション    大学等―研究・技術開発 
  チェーン 
国境              ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
イノベーション         技 術 開 発 ― 製品コンセプトー製品設計―試作―プロセス設計 
  チェーン   
（米国、カナダ）                          現地部品企業  ―  部品調達  ―  新車の生産ライン生産  ―出荷―流通―マーケティングー販売―    米国市場 





出所：  筆者が、ヒヤリング結果をベースに、イメージ図を作成。 
注：  この図では、イノベーションチェーンのみ表記している。グローバルなイノベーションチェーンの定義は、本文６にある定義と同一。 
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(ケース１表）　　ホンダ技研工業㈱業績推移
2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度
1.売上、利益および配当
売上高 6,463,830 7,362,438 7,971,499 8,162,600 8,650,105
営業利益 401,438 661,202 724,527 600,144 630,920
売上高営業利益率 6.2% 9% 9% 7.4% 7.3%
当期純利益 232,241 362,707 426,662 464,338 486,197
売上高純利益率 　   　　（％） 3.6% 4.9% 5.4% 5.7% 5.6%
研究開発費 352,829 395,176 436,863 448,967 467,754
売上高研究開発費比率　（％） 5.5% 5.4% 5.5% 5.5% 5.4%
2.売上高推移
日本売上高シェア   （％） 27% 25% 22% 20% 19.6%
海外売上高シェア   （％） 73% 75% 78% 80% 80.4%
3.事業の種類別セグメントごとの営業利益
二輪事業　　　　　　：売上高営業利益率 (％） 6.9% 7.2% 5.9% 4.3% 6.3%
四輪事業　　　　　　：売上高営業利益率 (％） 6% 8.6% 8.6% 6.7% 6.5%
金融サービス事業：売上高営業利益率 (％） 18.1% 37.8% 45.3% 44.7% 35.2%
汎用事業及びその他の事業





ケース２         キヤノン（株） 
 
１  企業概要 
（１）会社概要 
  本社所在地  東京都 
資本金  1738 億 6400 万円（2004 年 12 月末） 
  連結の従業員数  10 万 8257 人（同上） 
海外売上の連結総売上に対する比率（2004 年）75、5％ 






すべての人類が末永く共に生き、 共に働いて、 幸せに暮らしていける社会」 をめざすものである。 
（４） 経営計画  ―経営革新 2005― 
①技術と事業の「選択と集中」から、 「健全なる拡大」へ向けて。 
真のエクセレントカンパニーをめざし、 「選択と集中」によって大きな成果をおさめてきた「グ
ローバル優良企業グループ構想」 。2005 年、いよいよフェーズ II の最終年を迎え、キヤノンは









2005 年、ディスプレイの開発と事業化を加速させる。特に、東芝と合弁会社を設立した SED の量産準






地域特性の活用と国際多角化を推進するために世界中に特色ある R&D 拠点を配し、 基礎研究か 40
ら商品開発まで多彩な活動を進める。その成果のひとつとして、米国特許登録件数で過去 12 年
間にわたって常に 3 位以内を維持。 キヤノンは常に技術の原点から差別化に取り組み、 次代のイ
ノベーションを追求。 
















海外には、全世界に販売・サービス、生産、研究・開発、等の機能別の子会社を有している。   
（６）コーポレートガバナンス 
  従来型の監査役制度を実施。 
各種委員会を設置して、 経営トップと社内の各部門との間で、 情報と知識の迅速な共有を図っ
ている。例：経営戦略委員会、事業審議委員会、グローバルマーケティング委員会等 
２  グローバル経営に向けての発展の状況 
グローバル経営に向けての発展の推移は以下の通りである。 
1950 年代までは「海外市場開拓」の時代で、1955 年ＮＹ支店の開設、1957 年キャノンヨーロッ
パ（欧州総代理店）の設立を行った。 
1960 年代には、海外での販売拠点設立の時代で、1963 年キャノンＳＡジュネーブを設立、1966 
年キャノンＵＳＡを設立した。 
1970 年代は、自主販売網を整備し、生産拠点設立を開始した。 
1980 年代後半以降、新興市場の開拓、最適消費地生産、研究拠点の海外設立を行った。   
2000 年代以降、中国での生産量の拡大、ベトナムへの進出を行った。 
以上のグローバルな事業展開もあり、2004 年の連結売上の地域別比率は、国内 24,5％、米州
30,5％、欧州 31,5％、その他 13,5％となっている。 
  41












４  ダイナミックな競争力の確保 
  キヤノンは、 自社のコアコンピタンス、 「製品供給、 イノベーション上の優位性」 をベースに、
以下のグローバルな供給チェーンとイノベーションチェーンの形成とマネジメントを巧みに組






別にケースバイケースである。 米国、 独、 仏にも現地生産・消費のための組み立て工場があるが、
数は少ない。また、東アジアでは、各地（べトナム：バブルジェットプリンター、中国蘇州：デ
ジタル複合機、等）にそれぞれの事業毎に現地の工場で生産しているが、その製品のグローバル









（２）  イノベーションチェーンのマネジメント 











米国特許登録件数で第 3 位の地位を占めている。 





６  グローバル経営上の組織能力 
この組織能力の３領域についてのコメントは以下の通り。 
(1)  海外子会社のマネジメント能力 
この能力については、レベルが高い。海外販売については、良い現地スタッフを採用し、働い




(2)  事業本部のグローバルマネジメント能力 




(3)  本社のグローバル管理運営能力 
  指摘の各種業務は、基本的には社長が把握し、判断している。これを支えるため、本社管理部
門が中心となって調整し、また、中期経営計画の中で横並びのチェックを行っている。 







８  全社的な成果の状況 
入手可能な経営指標を H.P.上の公表された財務資料をベースに、2000 年から 2004 年までの
５年間で見てみると、概略以下の傾向が読み取れよう。 （ケース２表参照） 。 
（１）  この期間では、企業努力の成果として、一貫して営業利益、当期純利益とも黒字、拡
大傾向を示している。 
（２）  個別の傾向は以下の通り。 
①  売上高営業利益率、同当期純利益率共に黒字で、2004 年のそれぞれは、15,7％、9,9％の黒
字と比率の増加傾向が見受けられる。 
②  製品セグメント別の営業利益率を見ると、 一貫して事務機、 カメラの利益率が高くなってい
る。光学機器その他の利益率に赤字が周期的に出ているが、その理由は、この部門の主要部
門である半導体機器事業（ステッパ等の露光装置）の売上が、シリコンサイクルの底に当た









９  今後の展望 






（２）  東アジアの市場統合への対応 
東アジア地域での市場統合には基本的に賛成。中国、韓国、台湾企業との競争環境を見る
と、キャノンは、高度な技術ノウハウによる商品力のある製品開発に努める。 
１０  総合評価 
  グローバルなエクセレントカンパニーを目指すキヤノンのこれまでの経営展開の状況を今回
の全体フレームで確認してみよう。 






















  また、 自社のグローバル経営上の組織能力の継続的な構築のため、 グローバル経営人材の育成
についても、スイスのビジネススクールを活用するなど着実な手を打っている。 









（  ケース２図  ）  キヤノンの研究所ネットワーク、国内新製品生産、東アジアでの既存品工程間分業のケース 
 
 
イノベーション    大学等―研究―技術開発―製品コンセプトー製品設計―試作―プロセス設計 
  チェーン 
（供給チェーン）                   内外生産計画―国内部品企業―部品調達  ――――  新製品の生産ライン―出荷―流通―マーケティングー販売―自国市場 
                                                                     輸 出    
 国 境        ― ― ― ― ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 イ ノ ベ ー シ ョ ン                                                                
チェーン         大 学 等 ― 研究所                                                            
             （ 米、英、仏、中国、等）                                                   
 供 給 チ ェ ー ン                      現地国内部品企業――  部品調達  ―――  既存品の 生 産 ラ イ ン                       
（東アジア）                       地域内部品企業                                   地域統括会社（世界各地域）  
                                                                         各 国 販 売 会 社  
サービスセンター                   
出所：  筆者がヒヤリング結果をベースに作成したイメージ図である。     
注：①各チェーンの定義は、本文６で記述している定義と同一である。 
②新アーキテクチャーの製品以外では、両チェーンは、部品、ライン、流通、販売等を共用する場合が多い。 
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2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
１.損益計算書
売上高　 2,696,420 2,907,573 2,940,128 3,198,072 3,467,853
営業利益 234,131 281,839 346,359 454,424 543,793
営業利益率（％） 8.7% 9.7% 11.8% 14.2% 15,7%
当期純利益 134,088 167,561 190,737 275,730 343,344
当期純利益率（％） 5.0% 5.8% 6.5% 8.6% 9,9%
２．製品別売上高比率
オフィスイメージング機器売上高比率（％） 32.0% 33.7% 34.8% 33.2% 32,3
コンピュータ周辺機器売上高比率　　（％） 39.0% 36% 35.9% 34.1% 33,2%
ビジネス情報機器売上高比率　　　　（％） 7.4% 6.7% 5% 3.9% 3.4%
事務機計売上高比率　　 　　　　　　　（％） 78.3% 76.5% 75.7% 71.1% 68.9%
カメラ売上高比率　　　　　　　　　　　　（％） 11.8% 13.1% 16.5% 20.4% 22,0%
光学機器その他売上高比率　　　　　（％） 9.9% 10.4% 7.8% 8.5% 9,1%
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 100% 100% 100% 100% 100.0%
３．地域別売上高比率
国内の売上高比率　　　　　　　（％） 28.9% 28.5% 24.9% 25% 24.5%
海外：米州の売上高比率　　　（％） 33% 33.8% 34.4% 32.7% 30,5%
　　　　欧州の売上高比率　　　（％） 28.1% 27.7% 29.2% 30% 31,5%
　　　　その他の売上高比率　 （％） 10% 10% 11.6% 12% 13,5%
　　　　海外計の売上高比率　 （％） 71.1% 71.5% 75.1% 75% 75,5%
合計 100% 100% 100% 100% 100%
４．事業の種類別セグメント情報
事務機　　　　　　：営業利益率（％） 14.7% 15.1% 18.5% 21.4% 21.8%
カメラ　　　　　　　：営業利益率（％） 10.2% 9.5% 14.5% 19.3% 17.1%
光学機器その他：営業利益率（％） 2.7% 5.7% -3.2% -2.6% 6.3%
５．所在地別セグメント情報
日本　：営業利益率（％） 14.2% 15.3% 17.5% 19.6% 21.3%
米州　：営業利益率（％） 3.3% 3.1% 4.7% 5.2% 3.8%
欧州　：営業利益率（％） 2% 0.1% 2.5% 2.7% 2.1%
その他：営業利益率（％） 2.3% 2.4% 2.5% 2.9% 2.8%
６．研究開発費
研究開発費 194,552 218,616 233,669 259,140 275,300
売上高研究開発費比率（％） 7.2% 7.5% 7.9% 8.1% 7.9%
　　　　　　（百万円） (ケース2表）キャノン㈱業績推移
出所：H.P.上の関連財務諸表から筆者が作成。  47
ケース３         旭 硝 子 (株)  
 
旭硝子(株)のこれまでのグローバル経営に向けた取り組みは、欧州、北米、アジアの３極体制





１  会社概要 
本社所在地    東京 
資本金  90,472 百万円  （200５年３月末現在、単独ベース) 
従業員数  56､776 人  （200５年３月末現在、連結ベース)  
売上高  1 兆 4，757 億円  （2004 年、連結ベース） 
海外売上の連結総売上に対する比率（2004 年）49％ 
２  使命、共有する価値、コアテクノロジー等 
（１）  使命 
  先を見据え、よりブライトな世界を創る。 
（２）  経営目標 
  高収益・高成長のグローバル優良企業へ 
（３）  ビジョン 
  Look Beyond 
（４）  共有する価値 























②  競争優位性の強化 
引き続き、事業の選択と集中を推進。 
ガラスを中心としたコア技術を極め、グローバル展開の強みを最大限に生かす。 
３  経営組織とコーポレートガバナンスの改革   






（１）  本社機能 
グループコーポレート、 
（２）  カンパニー 
①  板ガラス  （本社機能  在欧州、プレジデントは旭硝子役員が兼務） ： 
日本・アジア本部（在旭硝子） 、欧州本部（在 GVB） 、北米本部（在 AFG） 
2005 年 3 月末まで、プレジデントはベルギー人（ＧＶＢの元 CEO）が勤めていたが退
職し、4 月から、旭硝子役員がプレジデントになり、バイスプレジデントに別のベルギ
ー人（GVB の現ＣＥＯ）が就任。 
②  自動車ガラス（本社機能  在日本、プレジデントは旭硝子役員が兼務） ：   
日本・アジア本部（在旭硝子） 、欧州本部（在 GVB の自動車ガラス部門会社） 、北米本
部（在 AFG の一部門） 
2005 年 3 月末まで、プレジデントは米国人であったが退職し、旭硝子役員がプレジデ
ントに就任した。 
③  ディスプレイ： 
ＣＲＴガラス本部、 
ＦＰＤガラス本部 
④  化学品  49
（３）その他事業（ＳＢＵ：Strategic Business Unit  ） 
    電 子 部材事業本部、等 
（４）  その他： 
サービスセンター（総務人事、中央研究所等） 
４  主要事業区分と事業展開の状況、対応の方向 
自社の経営方針として、2003 年から 2005 年までの中期経営計画であった「Shrink to 
Grow2005」 （成長のための土台つくり）を実践し、2005 年 1 月、新中期経営計画「JIKKO－










 米 、 欧州、 日本・アジアの３極にバランスよく地域展開。 自動車生産増の見込まれるロシア、









  中小型ディスプレイ、デジタル家電用の DVD 光ピックアップ部材、PDP 用フリットペー
スト、デジタルカメラ向けの光学薄膜を展開。 
（３）化学 







５  ガラス事業のグローバル展開とダイナミックな競争力 
  上記事業分野の内、特にグローバル経営のレベルが高いガラス事業(板ガラス及び自動車ガラ
ス)について、グローバル化の進展状況、グローバル一体運営体制への移行の状況を述べる。特
に、 欧州 （ベルギー） に本社機能があり、 グローバル経営を実践している板ガラス事業について、
そのグローバルな供給チェーン、イノベーションチェーンの状況を検討しよう。 
（１）  グローバル経営の進展状況 
同社の歴史的な基幹事業である板 ・ 自動車のガラス事業の地域別のグローバル展開の推移を確
認しよう。 
①  アジア 
  1956 年のインド進出を皮切りに、タイ、インドネシア、中国、韓国、等へと進出してきてい
る。進出形式は、合弁企業形式からスタートし、最近では完全子会社化へ向かっている。 
②  米国 
  1985 年米国に自動車用ガラス事業に合弁で進出したが、その後完全子会社した。1992 年、板
ガラス事業について AFG 社を買収して、その後 AFG 社による米国市場での製品供給体制に移
行した。 
③  欧州 
  1981 年ベルギーのグラバーベル社（ＧＶB） 、オランダのマースグラス社を買収して欧州進出
を開始した。 その後、 GVB 社のヨーロッパ内事業を拡大する形で、 域内での事業を拡大し、 2002
年、GVB 社を完全子会社化した。 
（２）  グローバル一体運営体制への移行 
  2002 年 4 月からの上記の組織・経営改革にあるように、ガラス事業は、2 つの疑似カンパニ
ーとしてグローバルに事業の再編成を行っている。 











スムースな実施を容易にしている。   
（３）  グローバルな供給チェーン、イノベーションチェーンの状況  51
  これらチェーンの状況は、事業・製品ごとに状況が異なるため、グローバル経営の進展してい
る、板ガラスについて概観しよう。 
①  供給チェーン 
  板ガラス製造は、窯での生産で、製品も重量物であり、かつ、壊れ易いものであるため、消費
地での製造が基本である。各地域で原料を調達し、製品を現地で国内輸送して、需要家へ配送し














６  経営上の成果の推移 
（１）全社的な経営上の成果の推移 





              経 営 の 概 況 （ 最 近 5 年） 
                                  単 位 ：億円、% 
年度(年)     2000 年度  2001 年度 2002 年度    2003 年（4－12 月）2004 年 
売上高           13,128   12,632     12,950     12,430         14,757 
営業利益              1,117      590      675        832          1,394 
純利益                  247      - 1 2 6      - 3 9         536           783 
売上高営業利益率        8､5       4 ､7      5､２        6 ､７           9 ､4 
売上高純利益率          1 ､9      - 1 ､0        -0､3         4､3            5 ､3 
出所：旭硝子（株）提供資料 
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（２）  事業別の売上高、営業利益率の推移 






                           単 位 ： 億 円 ､ % 
年度(年)        2000 年度  2001 年度  2002 年度  2003 年（4－12 月）  2004 年          
ガラス   
  売上高                   6,252   6,665      7,084      6,647            7,405 
営業利益率          5,7    6,1       5,3        5 , 3               6 , 5     
電子・ディスプレイ 
  売上高                   3,862   3,150      3,099      3,370            4,357 
営業利益率                1 7 , 0      7 , 6         8,9       1 1 , 4               1 6 , 3  
化学  
  売上高                   2,750   2,587      2,613        2,271            2,860 
営業利益率                 3 , 3      - 2 , 1         0,5        3 , 4               6 , 2  
その他   
  売上高                    938     882       695         642             750 
営業利益率                 1 , 2      0 , 5         1,2           2 , 3               4 , 0  
出所：旭硝子（株）提供資料 
（３）地域別の売上高、営業利益率の状況                  
また、地域別に 2004 年の状況を見ると、日本の売上高 8,686 億円、営業利益率 7,8%、アジ
アの売上高 3、418 億円、営業利益率 15,3%、米国の売上高 2,046 億円、営業利益率－1,6%、欧
州の売上高 2,957 億円、営業利益率 8,8%となっている。世界の生産基地であるアジアの営業利
益率がダントツに高い状況にあるが、 米国のそれがマイナスとなっており、 米国での化学及びガ
ラス事業の構造対策が必要となっている。 
７  今後の展望 
今後とも、従来型事業に加え、これら電子・ディスプレイ事業の高成長・高利益の基調を維持
しつつ、新規事業領域のエレクトロ二クス＆エネルギー部材の事業拡大を計画。 












クトロニクス＆エネルギー部材の関係の研究、 設計、 試作 ・ 量産関連の施設を整備してきている。 
これを、 グローバルな経営方式の観点から見ると、 従来の地域中心の事業運営のアプローチか
ら、各カンパニー単位のグローバル経営に変化させて来ている。板ガラス、自動車ガラスについ
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ケース４       ト レ ンドマイクロ（株） 
 
  この会社は、 以下に述べるように、 その本社と海外子会社との本社機能の役割分担と統合がグ
ローバルに有機的・ネットワーク的に実施され、 事業のトランスナショナル的な展開が実現して
いる。以下において、その内容を説明しよう。 
１  会社概要 
（１）会社概要 
 設 立 1989 年、本社所在地東京都、資本金 73、96 億円、社員数 1,890 人、 
内外の連結企業数１９社（以上、2004 年末現在） 
2004 年の連結売上に占める地域別売上の比率（％） ： 
日本 41、北米 19、欧州 27、アジア・太平洋 10、中南米 3 





として 1989 年に創業し、1991 年有名な「ウイルスバスター」を開発・販売し、その後、1996
年にはサーバー対策用ウイルスソフトを発売する等、継起的に新製品の市場投入を行い、1999
年 7 月米国 NASDAQ 市場上場、2000 年 8 月には東証１部に上場した。 
（３）会社の経営理念 
 ①  ビ ジ ョ ン  
    デジタル情報を安全にやり取りできる世界を創造する。 
 ②  ミ ッ シ ョ ン  
    予想不可能な事態に対して、デジタル業務の継続を約束する。 
  ③  保持すべきバリュー 
    創造性、コミュニケーション、変化、顧客、信頼性  （  ４Ｃ，Ｔ  ） 
（４）  コア・コンピタンスの内容 
①  ネットワークウイルス対策とコンテンツセキュリティーの専門性 
②  顧客洞察力を革新へと結びつける。 
③  極めて反応の良いサービス 
④  高いレベルでコミットされた学習する組織 
⑤  ユニークで信頼性の高いグローバルブランドイメージを構築し、維持する。 
２  組織設計と経営方式上の特色 
（１）組織設計 
  会社の役員の構成、経営組織の概要は以下の通り。 
  会長  スティーブ・チャン（  在台湾  ） 、社長エバ・チェン（  在米国  ）ＣＦＯマヘンド 55
ラ・ネギ（  在日本  ） 
  機能別本部 
グローバルマーケッティング（米国子会社） 、本部技術企画（米国子会社） 、本部人的資源（バ
ーチャル組織） 、グローバル技術サポート（バーチャル組織） 、 
グローバルセキュリティ・製品サポート（台湾子会社のフィリピン支社）   
地域別本部 
    米国、日本、アジア・パシッフィック（在中国） 、ヨーロッパ（在ドイツ） 、ラテ 
ンアメリカ（在アルゼンチン） 
業種別本部（バーチャル組織で、下記４類型に幹部責任者配置し、管理） 






  ①  経営トップが、役割に応じ、台湾、米国、日本に駐在。 
  ②  本部組織で、製品別管理は実行上行って製品別組織を設けず、機能別、地域別、顧客の企
業規模別の３類型を設けているが、実際上は４類型の複雑なマネジメントを行っている。  
  ③  上記のバーチャル組織は、 業務上の幹部管理者をグローバルに１人定め、 各国の子会社の
担当者の業務を統括して経営に反映している。 
   特 に 、 業種別本部は、各国の営業担当が行うユーザーニーズの把握、これを製品開発に反
映させるための支援を行うためのチャレンジ組織として運営している。 
（２）経営方式上の特色   


















ローバルに点在） の双方に報告する。 調整事項があれば最終的に幹部責任者同士で協議し、 解決。 
３  現状での自社の強みの領域 
（１）  アンチウイルスの知識 
   ウ イ ル スとの戦いで蓄積した経験と知識は自社の研究開発、顧客サポート 
に生かされている。 
（２）  ゲートウェイセキュリティー市場での地位 
   サ ー バ ーとネットワークゲートウェイ上でのウイルス対策ソフトに競争優位を築く。 
（３）  プロダクトマネジメントとイノベーションのミックス 
   技 術 の 革新と新製品の市場投入のバランスを上手く取るためのプロセスを開発し、 適切な
市場投入、サービス・サポート体制の確立を図る。 
（４）  グローバルサービスとサポートのインフラ 






４  製品の構造と顧客 
（１）構造 
「ウイルスバスター」を例に取ると製品の構造は大きく２つに区分される。 
①  検査対象とするファイルの読み込みや製品自体の動作設定を司る部分 
②  ウイルスのデーターベースとファイルをつき合わせ検査する機能を持つ部分 









  法人及び個人を顧客とし、製品をライセンス及びパッケージ形態にて販売する。 
主な販売チャネルは、 システムインテグレーター、 ネットワークインテグレーター、 家電販店、 
ＰＣショップ、 インターネットサービスプロバイダー及びインターネットのダウンロード販売。  
５  グローバルな供給チェーン、イノベーションチェーンの概要 
  インターネットの経路上で作動するウイルスを検知し、 駆除する機能を発現するサービスを提
供するソフトウエアであり、販売の形式としては、ＣＤ－ＲＯＭでの上記の顧客への販売、イン
ターネット上での配信と代金回収、等の形式を取っている。 
（１）  供給チェーン 
  基本的には、既存製品はソフトの設計内容をＣＤ－ＲＯＭにインストールし販売する、又は、
その内容をインターネットで配信して対価を得る方式で、 製造過程での固定設備の規模は小さい。  
（２） イノベーションチェーン 
  会社は、 モジュール型技術、 プラットフォーム型開発に対応した部分的な機能向上である製品
のバージョンアップを定期的に行い、また、顧客には、新バージョンへの移行を促している。 















６  市場での経営上の成果 
  公表された決算資料（米国会計基準）の 2000 年から 2004 年の推移を見ると、以下のように
売上高、営業利益、当期純利益とも増加しており、2004 年のそれぞれは 62,049 億円、26,078
億円、 15,875 億円となっている。 売上高営業利益率、 売上高当期純利益率は、 それぞれ 42､0 ％, 
25､6 ％と高率を示している（ケース４表参照） 。             
７  総合評価 
  この企業は、知識経済化時代においてグローバルに発達したインターネット上のウイルス対













その製品のサポート体制については、 本年 4 月下旬のウイルス対策ソフトのウイルスデーター
ベースのトラブルに対し、迅速な対応に努め、強化してきている。 











（  ケース４表  ） 
経営上の成果の推移            
           （ 単位：百万円、%） 
  年 （ 12 月期）          2000      2001    2002      2003      2004 
  売 上 高         20,070   31,326   42,980    48,088    62,049  
  営 業 利 益                5,527    7,516   13,866    15,153    26,078 
    当期純利益             3,675    4,386    7,714     9,250    15,875 
    営業利益率（%）        27､5      24､0     32､3      31､5      42､0 
  当 期 純 利 益 率 （ %）      18､3      14､0     17､9      19､2      25､6 
  出所：H.P.上の公表財務資料により、作成。 
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（ケース４図）       ト レ ン ドマイクロ（株）のネットワーク概念図 
 
  日 本 本 社       米 国 子 会 社            台 湾 子 会 社       台 湾 子 会 社 の フ ィ リ ピ ン 支 部  
                                  
分担する本社機能          財務         グ ロ ー バルマーケティング          研究開発           グ ローバルウイルス調査 
             総 務       製 品 開 発               （ ア ー キテクト、コード関連）  米国への製品サポート 
製品開発      （インターネットゲートウェー関連）    製品開発 
（デスクトップ）                      （ フ ァ イ ルサーバー関連） 
             そ の 他  
 
             （ 子 会 社 ）      （ 孫会社）              （ 孫 会 社 ）  
子・孫会社の関係          イタリア法人        ラテンアメリカ法人            シ ン ガポール法人     
             韓 国 法 人       ブ ラジル法人            フ ラ ンス法人 
             英 国 法 人       上 海法人                 
             ド イ ツ 法 人  
             香 港 法 人                        
             オ ー ス ト ラ リア法人 
             等  
出所：  筆者が、ヒヤリング結果を基に作成。 
注：①  トレンドマイクロ社は、本社機能を本社と上記３子会社で役割分担し、本社機能のネットワーク統合運営を実施。 
②  日本本社から関係子会社が設立され、それぞれ米国子会社、台湾子会社から上記の孫会社が設立されているが、 
全体を上下の別なくグローバルネットワーク的に運営。 60
ケース５       武 田 薬品（株） 
 
１  会社概要 
    本社所在地  大阪市、 
資本金  635 億円、 
従業員 14､510 人 
内外の連結企業数 48 社（以上 2004 年度末現在） 
海外売上の連結総売上に対する比率（2004 年度）42、6％ 
２  経営理念と経営方針 
（１）経営理念 
  優れた医薬品の創出を通じて、人々の健康と医療の未来に貢献する。 
（２）経営方針 
①  研究開発型国際企業として独自の強みを武器に世界をリードする会社 
②  高度に統合されたグローバル体制を有する会社 
③  優れた製品とサービスを通じて世界の人々に満足を提供する会社 
④  株主をはじめとするステークホールダーとともに発展する会社 
⑤  世界の優れた人材を引き付け、活力にあふれる会社。 







４  経営方式の状況 





５  重点疾患領域と MPDRAP 戦略 














①  通常の開発プロセス 
ⅰ化合物の合成、ⅱスクリーニング、ⅲ前臨床試験、ⅳ臨床試験（Ｐｈ１－３） 、ⅴ承認申請、
ⅵ承認取得、ⅶ製造、ⅷマーケティング・販売 




７  イノベーションチェーンのグローバル展開 









（２）  臨床開発 
  日本（本社） 、米国、欧州（英国）に臨床開発会社を保持し、各国の医薬品規制当局との間で
の臨床開発・承認取得活動を実施している。 










８  経営上の成果の状況 
2004 年度の経営上の成果を損益の状況で見ると、売上高 1 兆 1,230 億円、営業利益 3､853 億
円（営業利益率 34､3%） 、純利益 2,774 億円（純利益率 24､7%）と、この数年、好調を維持して





                   単 位 ： 億 円 、 % 
年 度             2001     2002     2003     2004 
売上高              10,051      10,461      10,864      11,230 
営業利益                    2,812       3,107       3,716        3,853 
当期純利益                  2,357       2,718       2,853        2,774 
営業利益率                    28,0        29,7        34,2        34.3 
当期純利益率                  23,4        26,0        26,3         24,7 
出所：公表された財務資料をベースに作成。 


























（ケース５図）      武田薬品（株）のイノベーションチェーン概念図 
 
イノベーションチェーンの展開 
                                 
（項目）          （自社の活動）               （ 国内連携）                （ 海 外 活 動 ）  
①  基礎研究        筑 波 、大阪の研究所で実施      国内の大学、研究所との共同研究実施    ・ 2005 年より米国に研究所を設置 
及 び                                             ・ 海 外の大学、研究所との共同研究実施 
  製 品 導 入       国 内 ・ 海 外 企 業から製品導入                            ・ 米 国 に 研 究 開発投資会社設け、バイオ 
                                                 ベ ン チ ャ ー に投資。 
②  前 臨 床 試 験         国 内 自 社 実 施                                                 ・米国、欧州（英）に臨床開発会社を有し 
③  臨床試験         国内自社実施                                               そ れ ぞ れ が各試験を実施し、規制当局
④  承 認 申 請          国内自社実施                                                に 申 請 、 承認取得 
  承認取得 
 
⑤  生 産             自社生産                   委 託 生 産 （ 外 部 企 業 ）                    ・ 海 外 委 託 生 産 （ 自 社 海 外子会社）   
 












１  会社概要 
  本社所在地  東京、設立１990 年、資本金 58 億 4200 万円、社員 42 名 
２  経過 
1990 年の会社設立以来 10 年以上にわたって海外のバイオテクノロジー企業と日本の製薬会
社の医薬品の技術移転を中心に事業展開し、2000 年頃にグローバルな医薬品開発を主力事業と
するビジネスモデルへの転換を行っているバイオベンチャーである。 
2002 年６月、 2003 年７月と第三者割当増資を行い、 2004 年７月、 東証 Mothers に上場した。 
（株主資本 96,89 億円、株主資本比率 98､5％） 
また、将来の自販体制確立に向けて、営業部門の立上げにも着手している。 
３  経営組織の設計 




４  経営方式上の特色 
社長は、 元米国ジェネンティック日本法人の社長で、 現在、 ロンドン駐在員事務所に在住して、
欧米の大学、企業の研究、製薬ビジネスの動向を見守り、営業活動に従事している。また、マネ
ジメントチームは、製薬事業関連でグローバルな実績を誇る日、米、欧の多士済済の人材で構成
されている。 そのグローバル経営に向けての展開は、 2002 年英国にロンドンオフィス開設、 2004
年米国に子会社設立、2005 年中国に研究開発型バイオベンチャー設立（  他の日本ベンチャー












の３領域で、現在 9 品目のパイプラインとなっている。 
バランスのとれたパイプラインの構築のため、以下のような導入手段（ソース）を用いている。  
①  インライセンス  ：   
主として欧米より国内への製品導入 
②  ドラッグ・リプロファイリング・プラットフォーム（ＤＲＰ）  ：   
既存の医薬品または医薬候補化合物について新たな適応を探索する「そーせい」独自の 
プロジェクト 
③  新規分子成分（NME）の共同研究開発プロジェクト  ：   
国内外の製薬企業、バイオ関連企業や研究機関との連携による新規分子成分の探索  
６  独特なイノベーションチェーン 
通常の新薬開発プロセスに着目して、 最先端の科学技術を取り込んだ医薬品を一日も早く開発
するため、自社の研究企画、開発、生産、販売部門は、以下のように様々な提携関係を構築する
ことにより、 自前主義でない仮想で独自のイノベーションチェーン、 即ち、 研究から開発、 生産、
販売までの独自の仕組みを構築、また、準備している（ケース６図参照） 。 
①基礎研究：  東京大学、お茶の水大学、米国バイオベンチャーとの共同研究 
②前臨床試験：  自社の業務企画管理による前臨床試験会社への委託 
③臨床試験：  自社の業務企画管理による臨床試験会社への委託 
④当局への承認申請と承認  ：  自社の開発部門 
⑤生産：  委託生産   
⑥販売：  特定商品における共同販売、自社販売（予定） 




17,62 億円、当期純損失 18,47 億円となっている。 
８  今後の展望 
創薬技術のモジュール的性格を活用したこのバーチャルなイノベーションチェーンを実現し
て、効果的、効率的な事業運営を行う新たなタイプの製薬企業を実現する。 
９  総合評価 












①  海外で既に発売されている医薬品の導入（ローリスクローリターン） 
②  他社が製品化を断念した開発製品の再利用（ミドルリスク・ミドルリターン） 、 
③  大学、欧米ベンチャーとの共同研究（ハイリスク・ハイリターン） 、 
  このような独自の研究から販売までの連携型の「イノベーションチェーン」を構築して、迅速
で、効率的な創薬の市場投入に向けて準備している。 










（項目）      （経営方針）              （ 自 社分担内容）         （  共 同事業・委託先  ） 
                                      国 内             海 外  
①  基 礎 研 究    共 同 研 究           共 同研究の企画管理        東京大学、お茶の水大学      米国バイオベンチャー 
 
②  前 臨 床 試 験     委 託                   業務企画管理          前 臨 床 試 験 受託会社 
 
③  臨 床 試 験      委 託                    業務企画管理          臨 床 試 験 受 託会社            臨 床 試 験受託会社 
 
④  承 認 申 請      自 社 申 請                 自 社 開 発 部 門実施            ― ― ― ― ―                ――――――  
   承 認 取 得  
 
⑤  生 産         委 託 生 産                 業 務 委 託 企 画管理              （  受託製薬企業  ）          導入元製薬企業 
 
⑥  販 売         共 同 販 売                 自 社 分 実 施              国 内 製 薬企業               海 外製薬企業 














１  会社概要 
（１）沿革 
1987年 仏の TOMSON SEMICONDUCTORS と伊の SGS MICROELECTRONICA とが合併して、SGS－   





①  中核技術 
    パワーテクノロジー（動力系） 、Mixed Signal テクノロジー（デジアナ技術） 、不揮発性テ
クノロジー（フラッシュメモリー） 
②  独自の組織能力 
    コスト効率の高い生産性、システムソリューション、コンカレント・エンジニアリング 
２  製品分野と製品別、地域別売上 
  1500 社以上の顧客に、3000 種以上の製品を供給。 
  業種別には、通信、自動車、情報家電、コンピューター周辺機器、金融事業、等で使用するシ
ステムＬＳＩ等の半導体を製造、販売。 
2004 年の総売上  87 億 6000 万ドル 
その製品タイプ別内訳は、システムＬＳＩ等の差別化製品が 66%、選別された汎用製品（メモ
リー、ロジック、ディスクリート製品,等）が 34%の比率となっている。 
  その地域別内訳は、欧州 27%、北米 14%、アジア・パシフィック 42%、日本 5%、新興成長市場
12%となっており、グローバル企業の生産拠点の多いアジア・パシフィックの比率の高さが際
立っている。 
３  経営組織の設計と経営方式上の特色 
（１）  組織概況 
  本社は、スイス・ジュネーブ市に所在。  70
主要工場 16 カ所（8 ヶ国） 、研究開発センター16 ヶ所（11 ヶ国） 、先端デザイン・アプリケー
ションセンター39 ヶ所、営業所 78 ヶ所（  36 カ国  ） 
  資本金 11 億 4600 万ドル、従業員数約 5 万人 
  内外の連結企業数 50 社（以上 2004 年末現在。 ） 
  ＮＹ証券取引所、ミラノ証券取引所、Euronext パリ証券取引所に上場 
  （２）  本社組織の概要 
  CEO、COO の下、以下の４部門で構成 
  ①  営業＆マーケティング 
  アジア・パシフィック地区、新興成長市場、ヨーロッパ地区、日本地区、北米地区 
（  グローバルに５地域に分割、 各地域を代表する現地子会社４社長が兼任及び単独に本社在
の１人：新興成長市場担当が選任。  ） 
  ②  製造・技術研究開発 
（  技術研究開発には、 旧中央研究所の実施していた基礎研究が含まれ、 これを仏 （クロル） 、
伊（アグラテ）に所在の各施設で実施。製造は、前工程と後工程の別があり、世界各地の
工場を本社で管理。  ） 
  ③  製品グループ 
  自動車製品、コンピューター周辺製品、ホーム・パーソナル・コミュニケーション製品、メモ
リー製品、マイクロ＆リニア・ディスクリート製品、サブシステムグループ   
（  伊：アグラテ、カターニア、仏：グルノーブルの３施設に６業種別に配置。  ） 
  ④  スタッフ機能   
（  本社に人事、財務、コミュニケーション、戦略企画＆システム技術、等配置。 ） 
（３）経営方式上の特色 
①  バーチャルな本社 
CEO,COO と上記４部門の長等で執行委員会を形成・運用。 













②  個別業務ネットワーク 





４  ダイナミックな競争力の確保 
  上記のコア技術と上記のグローバルな「製品供給とイノベーション上の優位性」をベースと
したグローバルな 「供給チェーン」 と 「イノベーションチェーン」 の形成とマネジメントにより、
グローバルにダイナミックな競争力を確保している。 
（１） 供給チェーン 










置され、 半導体の基礎技術 （ウエハー、 微細加工技術） を対象に 10 年単位の研究を行っている。







②  システム LSI の開発プロセス 







う、その実現のコア技術であるシステム LSI 供給でサポートすることであろう。 







５  ST の強みの内容 
以上の各要素により、現在、同社は全体として以下のような強みを形成している。 
①  システム・オン・チップ・ソリューションのリーダー 
②  高成長分野に対する広範な製品群 
③  グローバルな顧客ネットワークと強力な戦略的提携 
    （  Nokia,Bosh,HP,Seagate,等 12 社との戦略的提携） 
④  技術開発力と豊富な IP コア・特許 
⑤  グローバルに広がる最先端製造インフラ 
⑥  TQEM（総合的品質・環境管理）活動への全社的取組み 
⑦  優れた財務状況、優れたリーダーシップ 





  単位：100 万ドル、% 
年           ２ 0 0 0    2 0 0 1    2 0 0 2    2 0 0 3    2 0 0 4  
売上高             7 8 1 3             6 3 5 7             6 3 1 8             7 2 3 8             8 7 6 0  
純利益                 1452      257       429       253       601 
売上高純利益率         18,6      4,0       6,8       3,5       6,9 
出所：  会社の提供資料による。 




８  総合評価  73
 この会社の企業の形の要素としては、製品市場の範囲を、欧州を超え、グローバルな展開を示




















  このようなビジネスモデルが実現する要素としては、以下の点が考えられる。 








②  インターネットによるグローバルなコミュニケーションが可能となり、 組織経営的にもビジ
ネスインフラが整備され、経営上のグローバル分散と統合が可能となった。 













（研究・技術シーズ所在地）         グローバルに点在するシリコンバレー等の先進産業集積、先進ユーザー企業の研究・開発センター、各国の先進大学の研究室、等 
                
（研究）                                  ①  本部の「Advanced  System  Technology」は、上記のシーズ所在地から自社にない研究・技術シーズのグローバルな探索、選択、製
品化に向けた取り組み（プラットフォーム開発等）の手順で、地球上の新知識、技術の自社新製品への製品化に向けた取込みを実施              
②  「技術研究開発」部門での半導体の基礎技術（ウエハー、微細加工技術）の推進 
  ③  本国以外の世界 16 ヶ所に配置される研究開発センター、 
 
（  開 発 ・ 設 計  ）             ①本社外の３ヶ所に所在の製品別グループ（６業種）の研究、開発部門は、上記の３機能と連携して、研究、開発を実施。 
                     ②この製品別グループのマーケティング部門は、個別企業からの各営業所経由のシステム LSI の設計・製造の注文に応じ、 
                      グ ロ ー バ ル な 各拠点の技術者よりなる異文化チームによる設計・開発、この設計情報による生産の指示。 
                              
（  生 産  ）                上記指示された設計情報に基き、本国以外の世界 16 ヶ所に配置される工場で製品毎に生産し、物流センターを通じ、発注先へ搬送。 
                
（  販売：受注・納入  ）               世 界 に 展開する７８営業所（３６カ国）が、企業から個別に受注し・企業へ納入する体制 
 




１１  確認結果のまとめ 
（１）  全体フレームの確認結果 
この結果、本研究の「全体フレーム」で概ね各社の最近の経営上の成果が説明でき、本フレーム
の妥当性が確認出来た。 
（２）  ケースの確認結果の分類と評価 

















性」 の構築、 「供給チェーン」 、 「イノベーションチェーン」 の態様により整理すると以下の通り。 
ⅰ  電気機械産業に属し、 その日本（本国）で構築した「製品供給、イノベーション上の優位性」
を活用し、補完的にグローバルな販売・サービス、生産、研究、等のネットワークを構築し
て、主に本国発の「供給チェーン」と「イノベーションチェーン」を形成し、マネジメント












                     「ST マイクロエレクトロニクス（株） 」 









                           「そーせい（株） 」 
































―  本部の「Advanced  System  Technology」は研究企画機能を有し、自社にない研究・技術シ
ーズのグローバルな探索、選択、製品化に向けた取り組み（プラットフォーム開発等）の仕
組みを構築運用して、 地球上の新知識、 技術の自社新製品への製品化に向けた取込みを実施。                
―「技術研究開発」部門の実体は、仏、伊の拠点にあり、半導体の基礎技術（ウエハー、微細加
工技術）の研究開発の推進 
―  本国以外の世界 16 ヶ所（11 ヵ国） に配置される研究開発センターでの役割分担した研究開
発の実施 


















（４）  留意点 
  この全体フレームでは、 企業成長の方式として、 内発的なイノベーションのみを取り上げてい 79





１２  今後の取組み 






























（図３）  Ｉ－Ｒフレームワークとイノベーションチェーンの比較 
１  Ｉ－Ｒ  フレームワーク 
 
  Ｉ（統合） 
  研究 
  
  開発 
 









     出 所 ： Bartlet, C. and Ghoshal(1989)を基に筆者作成。 
 
２  イノベーションチェーン 
    機 能 軸  
      （  ＳＴマイクロエレクトロニクスのケース  ）             
 
    研究企画(AST)    研究      研究       ：世界の知識・技術の確保   
研究開発  研究開発    ：世界の知識・技術の確保             
 
          ―      生 産    生 産   ： 世 界 の 生 産能力の利用 
 
          販 売     販 売    販 売   ： グ ロ ー バ ルな顧客対応 
                                 
  サービス    サービス    サービス  ：グローバルな顧客対応 
 
    本国      地域内      グローバルに配置  空間軸 
           出所：  筆者がヒヤリング結果をベースに作成。  81







































①  グローバルイノベーションへの対応 











ⅰ  自社のみならず内外の価値ある技術アイデアを獲得し、 伝播、 自社の技術資産との融合化を 
通じて新技術、知識を創造し、 
ⅱ  グローバルな市場・現場情報の共有と設計分業により膨大な設計情報を効率的に作り上げ、  
ⅲ  これらを含む垂直統合的な全体最適なイノベーション上の仕組みを構築して、 
ⅳ  市場に差別化され、 多様な新製品を供給して、 経営成果を上げることを目指す必要があろう。  
このため、イノベ－ティブなグローバル企業を目指す日本企業のＣＥＯ・経営トップは、グロ




イノベーションを実現させ、 また、 グローバルに学習して、 企業の自己変革に努める必要がある。 






















a  本国のグローバルな「製品供給、イノベーション上の優位性」を活用。 







































経営上の４大目標   
ⅰ  グローバルな市場別での売上、利益目標 
ⅱ  事業別の供給品目の範囲と売上、利益目標 
ⅲ  機能別の課題、目標 
ⅳ  グローバルにダイナミックな競争力の確保 
経営組織の３階層に応じた組織能力   
ⅰ  海外子会社のマネジメント能力 
ⅱ  各事業部のグローバルマネジメント能力 
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